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要旨：低せん断スパン比の円形断面 CFT 部材（以下，短柱 CFT 部材）は既往の研究が尐なく，その破壊性状

や耐力・変形性能の算定法は不明な点が多い。そこで，高架橋の柱で想定されるせん断スパン比 1.7 の短柱

CFT 部材の試験体で交番載荷試験を行った。その結果，短柱 CFT 部材は靭性のある曲げ破壊であったが，耐

震標準の算定法では曲げ耐力を過大評価することがわかった。この理由として耐震標準の算定法の短柱への

適用に課題があることを示し，その改良案の一つとして拘束効果を考慮したコンクリートの応力・ひずみ曲

線を用いた方法を提案し，短柱を含む CFT 部材の曲げ耐力・変形性能を精度良く算定できることを確認した。 

キーワード：CFT 部材，短柱，曲げ耐力，変形性能，応力・ひずみ曲線 

 

1. はじめに 

コンクリート充填鋼管部材（以下，CFT 部材）は，鋼

管とコンクリートの合成作用により，断面寸法に比べて

大きな耐荷力や優れた変形性能が得られ，また施工性に

も優れていることから，鉄道構造物では駅部等の高架橋

の柱に適用されるケースが多い。標準的な高架橋の柱で

はせん断スパン比は 3～6 程度であり，「鉄道構造物等設

計標準・同解説 耐震設計」（以下，耐震標準）1) には，

このような円形 CFT 部材を対象に曲げ耐力・変形性能の

算定法が定められている。しかしながら，高架橋の端部

区間の柱や 2 層式ラーメンの上層の柱等では，せん断ス

パン比が 3.0 より小さい円形 CFT 部材（以下，短柱 CFT

部材）を適用せざるを得ないケースも多い。 

図-1 に，既往の土木・建築分野の円形断面 CFT 部材

に関する文献例えば 2),3)を対象に，載荷試験体のせん断スパ

ン比について整理した結果を示す。図-1から，円形断面

CFT部材の試験体の多くはせん断スパン比2.5～6程度の

範囲にあり，せん断スパン比が 2.0 を下回る試験体は非

常に尐なく，土木分野では皆無であることがわかる。  

せん断スパン比 3.0 以上であれば曲げ破壊を示すが，

せん断スパン比が小さくなると，せん断破壊の可能性や

せん断の作用による曲げ耐力や変形性能の低下等も考

えられる。矩形断面の短柱 CFT 部材については，せん断

スパン比が 1.0 を下回る部材でせん断破壊が生じるとさ

れ 4),5)，短柱 CFT 部材の曲げ耐力やせん断耐力の定量的

評価も行われている 6)。一方，円形断面の短柱 CFT 部材

については，厚肉断面のせん断耐力の検討事例 7)等があ

る程度で研究例は非常に尐ない。また，CFT 指針 6)では，

等曲げモーメントを受ける短柱部材の単調載荷試験を

もとにした検討結果が示されているが，柱のような曲げ

モーメント分布が線形勾配で繰り返し載荷を受ける場

合について，破壊性状や曲げ耐力・変形性能の算定法は

明らかとなっていない。 

そこで，本研究では，短柱 CFT 部材の破壊性状や曲げ

耐力・変形性能の定量的評価法の提案を目的に，鉄道高

架橋で想定される低せん断スパン比 1.7 の片持ち柱形式

の試験体を用いて交番載荷試験を実施した 8)。そして，

耐震標準の曲げ耐力・変形性能の算定法の短柱部材への

適用上の課題を明らかにするとともに，短柱 CFT 部材の

曲げ耐力・変形性能の算定法について検討した。 

 

2.交番載荷試験の概要 

2.1 試験体 

 表-1に試験体の諸元を示す。鋼管は SS400 から造管し

た。試験体 K-1 は，せん断スパン比 3.0 の標準的な形状

で，短柱との比較の対象に用いた。試験体 K-2 はせん断

スパン比 1.7 の短柱で，試験体 K-1 とせん断スパン比以

外はほぼ同じである。また，試験体 K-3 は，径厚比 117

の薄肉断面の短柱で，試験体 K-2 と径厚比以外はほぼ同

じである。試験体数は 3 体ではあるが，これらの比較で

せん断スパン比や径厚比による違いに着目できる。 

なお，せん断スパン比 1.7 は，鉄道高架橋の柱で想定

される範囲と試験装置の寸法の制約から設定した。また，

径厚比は，試験体 K-1 と K-2 は実構造で標準的な値，試

験体 K-3 は実構造では薄肉断面での適用が想定されるた
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図-1 既往の試験体のせん断スパン比の分布 
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図-2 載荷状況 
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めその最大値に設定した。 

2.2 載荷方法 

載荷は，図-2に示すように，鉛直方向に一定軸力を与

えた状態で，試験体頂部に，水平方向に正負交番する変

位を変位制御で加える方法とした。水平変位は，降伏変 

位 δy の整数倍の変位を δy，2δy，3δy…と段階的に大き

くし，1 ステップあたりの繰り返し数は 3 回とした。 

降伏変位は，図-3 に示すように，載荷方向に対して

45°位置の鋼管が引張降伏した時の変位とした。この根

拠は，耐震標準 1)の降伏点に合わせたものであり，CFT

部材の荷重と変位の関係において勾配が変化する点に

ほぼ相当する。 

 

3. 載荷試験結果 

3.1 試験体の損傷状況 

いずれの試験体とも，曲げ降伏がせん断降伏に先行し

て生じた。その後，3δy 程度の時点で，鋼管基部に曲げ

圧縮による局部座屈が生じ，その局部座屈発生と前後し

て最大荷重に到達した。さらに，載荷が進むにつれて局

部座屈が進展し，緩やかに荷重が低下した。最終的には，

鋼管の局部座屈頂部にき裂が生じて，急激に荷重が低下

した。この時点で載荷を終了した。なお，このき裂は低

サイクル疲労によるものと考えられる。 

以上の損傷の進展は，短柱 CFT 部材を含め，いずれの

試験体でも共通であった。 

3.2 短柱 CFT 部材の終局状態 

 試験体 K-2 について，図-4(a)に鋼管の局部座屈の状

況，同図(b) に載荷後の内部コンクリートの損傷状況を

示す。これらの損傷状況は試験体 K-3 でも同様であった。 

図-4(a)に示すように，鋼管に曲げ圧縮による局部座

屈が生じ，載荷に伴い局部座屈が進展した。また，図

-4(b)に示すように，載荷終了後の内部コンクリートに

は，柱基部付近にひび割れ，剥離等が認められるが，目

視で確認する限り，基部以外はせん断ひび割れ等の損傷

は認められなかった。これらはせん断スパン比 3.0 の試

験体 K-1 と同様であり，CFT 部材の典型的な曲げ破壊 2)

であることが確認された。 

3.3 鋼管のせん断ひずみ 

 試験体 K-1 と K-2 について，鋼管のせん断ひずみの計

測結果を図-5 に示す。せん断ひずみは，図-3 のように

  

(a)鋼管の局部座屈  (b)内部コンクリートの損傷 

図-4 試験体の損傷状況（試験体 K-2） 
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図-3 降伏判定と 3軸ゲージの位置 
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表-1 試験体の諸元 

試験 

体名 

外径 

(mm) 

鋼管厚 

(mm) 

材料強度( N/mm2 ) せん断 

スパン 

(mm) 

導入 

軸力 

(kN) 

径厚比 

せん断

スパン

比 

軸力比 
径厚比 

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ 

細長比 

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ 
ｺﾝｸﾘｰﾄ 

圧縮強度 

鋼管 

降伏強度 

D t  f’c fsy La N’ D/t La/D N’/N’y Rt λ 

K-1 269.0 4.2 21.9 299.8 810 425 64 3.0 0.21 0.08 0.22 

K-2 269.5 4.2 23.6 299.8 459 440 64 1.7 0.21 0.08 0.12 

K-3 269.9 2.3 24.9 358.9 459 374 117 1.7 0.20 0.17 0.13 
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鋼管側面に貼り付けた 3 軸ゲージで計測した。図-5 は，

曲げ降伏時の 1δy の時点と鋼管の局部座屈部の高さが

10mm 程度になった 5δy の時点での結果を示す。5δy の

時点は，荷重低下域において最大荷重の 90%の荷重を維

持する点にほぼ相当する。 

曲げ降伏時は，試験体 K-2 のせん断ひずみは試験体

K-1 の 2 倍程度になっているが，これは降伏荷重が 2 倍

程度であることによる。5δyの時点でも，試験体 K-1 と 

K-2 のせん断ひずみの違いは，載荷荷重の比にほぼ相当

する。せん断ひずみの分布形状は，図-5より定性的には

同じで，5δy の時点の鋼管基部のひずみの急増は両試験

体とも局部座屈によるものと考えられる。 

以上より，鋼管のせん断ひずみは短柱の方が大きいが，

せん断ひずみの分布状況や鋼管の局部座屈の発生状況

から判断すると，せん断の作用による鋼管の曲げ挙動へ

の影響は小さいと考えられる。 

3.4 荷重・変位関係 

 図-6に，載荷試験の荷重・変位関係として，試験体基

部の曲げモーメントと柱頭の水平変位をせん断スパン

で除した部材角の関係を示す。また，後述する計算値も

示している。 

 図-6から，短柱の試験体 K-2 および K-3 は，せん断ス

パン比 3.0 の試験体 K-1 と同様に，最大曲げモーメント

到達後の荷重低下はほぼ最終部材角まで一定の勾配で

あり，急激な低下は認められず，靭性に優れていること

が読み取れる。 

試験体 K-1 と K-2 はせん断スパンのみが異なるが，こ

れらの曲げモーメントと部材角の関係はほぼ同じであ

る。このことから，せん断スパン比 1.7 の CFT 部材は，

荷重低下域も含め，せん断の作用による曲げモーメント

と部材角の関係への影響はほとんど無いと考えられる。 

また，試験体 K-3 は，試験体 K-2 と比較すると，最大

曲げモーメントや変形性能が小さく，履歴は荷重低下域

においてスリップ型の挙動がより強く現れている。これ

は試験体 K-3 は鋼管が薄肉で拘束効果が低下するためで

あり，せん断スパン比 3.0 程度の CFT 部材でも同様な傾

向を示す 2)。 

 

4.曲げ耐力・変形性能の試験値と計算値の比較 

4.1 試験値と計算値の比較 

 耐震標準 3)による計算値を図-6に示す。以下では耐震

標準の算定法と記す。耐震標準の算定法は，土木学会「複

合構造標準示方書」9)と同じである。また，耐震標準の

算定法の適用範囲はせん断スパン比 3.0～6.0 であるが，

せん断スパン比 1.7 の場合もそのまま用いて計算した。 

図-6(a)より，せん断スパン比 3.0 の部材の曲げ耐力・

変形性能を精度良く計算できることが確認できる。図

-6(b),(c)より，せん断スパン比 1.7 の短柱 CFT 部材で

は，耐震標準の算定法は，変形性能に関しては試験値と

整合するが，径厚比によらず，曲げ耐力は過大に評価す

 

(a)試験体 K-1（La/d＝3.0,D/t＝64） 

 

(b)試験体 K-2（La/d＝1.7,D/t＝64） 

 

(c)試験体 K-3（La/d＝1.7,D/t＝117） 

図-6 曲げモーメントと部材角の試験結果と計算値 
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 (a)曲げ降伏時    (b)局部座屈が 10mm 程度の時 

（載荷変位 1δy）    (載荷変位 5δy) 

図-5 鋼管のせん断ひずみ分布 
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る傾向にある。 

4.2 曲げ耐力の過大評価に対する考察 

 ここでは，耐震標準による曲げ耐力の計算値が過大評

価となる原因について，耐震標準の算定法の短柱 CFT 部

材への適用性の観点から考察する。変形性能は計算値と

試験値がほぼ一致しているため，曲げ耐力に着目する。 

 CFT 部材の曲げ耐力を算定する際には，鋼管のコンク

リートへの拘束効果を考慮することが重要である。 

耐震標準では，断面内の鋼管とコンクリートを分割し

平面保持を仮定して曲げ耐力を算定する，いわゆる“RC

方式”を用いているが，鋼管の拘束効果を考慮して以下

のように算定している。 

曲げ耐力算定時のコンクリートの応力・ひずみ曲線は，

一般に RC 部材に用いられるもの 10)と同じであるが，圧

縮ひずみは式(1)により算定される値を用いる。式(1)の圧

縮ひずみは，RC 部材で一般に用いられる 0.0035 よりも

大きく，鋼管による拘束効果を考慮したものといえる。 

006.0)//(100/474.1'  tDEf syscu    式(1) 

ここで，fsy：鋼管の降伏強度 

Es：鋼管の弾性係数 

D：鋼管径，t：鋼管厚 

また，曲げ耐力は，部材端部に破壊ゾーンが形成され，

これが端部から拡大することを考慮して 1),2),9)（図-7），

式(2)により算定している。 

u
pa

a
m M

LL

L
M


            式(2) 

ここで，Mu：部材端部から塑性ヒンジ長だけ上方断

面の曲げ耐力で，式(1)の圧縮ひずみを

もとに RC 方式にて算定する。 

La：せん断スパン 

Lp：塑性ヒンジ長で式(3)により算定する 11)。 

  5.0'/'5.1
2
 yp NNDL     式(3) 

       N’/N’y：軸力比 

 ここで，式(3)はせん断スパン比 3 程度の片持ち形式の

曲げせん断試験結果をもとに提案されたものである 11)

が，文献 2)でせん断スパン比 3～6 の範囲での適用が確

認されている。 

式(2)は，同断面でもせん断スパンによって曲げ耐力

Mm が変わる．図-8に式(2)における Mm と Mu の比を示

すが，せん断スパン比が小さくなると Mm/Mu が急増す

る。例えば，せん断スパン比 3 では Mm/Mu は 1.2～1.3

程度であるが，せん断スパン比 1.7 では 1.4～1.6 程度と

2 割程度大きくなる．しかしながら，図-6より同断面で

せん断スパン比の異なる試験体 K-1 と K-2 は曲げ耐力は

同等であり，短柱域における図-8のような傾向は認めら

れない。 

図-9に，本試験と文献 2)の試験データについて，耐震

標準の算定法による曲げ耐力と試験値との比を示す。図

-9には，後述する提案法による計算値も示している。図

-9からも，せん断スパン比が小さくなると，耐震標準の

算定法による曲げ耐力は試験値を過大評価する傾向に

あることがわかる。 

また，鋼管の径厚比によって拘束効果の程度が変わる

ためその影響も考えられるが，径厚比が異なる試験体

K-2 と K-3 では，耐震標準の算定法による曲げ耐力と試

験値との比は同等である（図-6(b),(c)）。そのため，径厚

比によらず，上記の傾向を示すものと考えられる。 

以上より，耐震標準の算定法における式(2)を短柱 CFT

部材に適用することによって，曲げ耐力を過大評価する

結果になったと考えられる。 

 

5. 短柱 CFT 部材の曲げ耐力の算定法の提案 

耐震標準の算定法では，拘束効果によるコンクリート

強度の増大は考慮されていないため，実質には式(1)と(2)

の両方で拘束効果による曲げ耐力への影響が考慮され

ていると考えられる。しかしながら，実際には，拘束効

果によりコンクリートの強度も大きくなる。 

そこで，式(2)は短柱 CFT 部材への適用に課題がある

と考えられるため，式(2)を用いずに，コンクリートの応

力・ひずみ関係に拘束効果を考慮した曲線を用いて，CFT

部材の曲げ耐力を算定する。 

コンクリートの応力・ひずみ曲線には，次式の Mander

 

図-7 曲げ耐力 Mm 算定時のモーメント分布 

 

変形概念図 モーメント図 

局部座屈 

図-8 式(2)における Mm と Mu の比 
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らの提案式 12), 13) を用いた（以下，提案法）。この式は，

横拘束筋を比較的密に配置した RC 部材を基に検討され

たものであり，円形鋼管に横拘束された構造への検討事

例も多い例えば 14),15)。そこで，ここでは一つの試みとして，

Mander らの提案式の CFT 部材の曲げ耐力への適用性に

ついて検討する。 
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 f’cc：横拘束されたコンクリートの圧縮強度で，次式に

より算定する。 
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   f’c：無拘束のコンクリートの圧縮強度 

 f’l：有効横方向応力で，横拘束鉄筋の役割を鋼管が

受け持つと考えて，次式により算定する。 

DftKtDftKf syesyel /2)2/(2  ≒
 
式(8)

 

  Ke：拘束有効係数で 0.95 とする。 

 εc：コンクリートの圧縮ひずみ 

 εcc：横拘束されたコンクリートの最大強度（f’cc）時の

ひずみで，次式により算定する。 
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 Ec：コンクリートの弾性係数で，次式により算定する。 

    )(5000 ' MPafE cc 　          式(10) 

 Esec：コンクリートの割線弾性係数で，次式により算定

する。 

cc

ccf
E



'

sec              式(11) 

なお，曲げ耐力算定時のコンクリートの圧縮ひずみは

式(1)を用いる。 

 

6. 提案法による計算結果 

6.1 短柱 CFT 部材の計算結果 

試験体 K-2 と K-3 について，提案法による計算値と試

験結果の比較を図-6に示している。 

部材角は，耐震標準と同様に，曲げモーメント分布に

応じて各断面の曲率を求め，これを二階積分してさらに

せん断スパンで除して算定した 1)。 

  

(a)曲げ耐力    

 

(b)曲げ耐力時の部材角 

 

(c)曲げ耐力の 90%まで低下した時点の部材角 

図-10 提案法による計算結果（短柱以外も含む） 
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図-9 提案法による曲げ耐力の計算結果 
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図-6 より，提案法は，短柱 CFT 部材の曲げ耐力の過

大評価の傾向が改善され，試験値と概ね一致している。

また，変形性能は耐震標準の算定法とほとんど変わらず，

試験値と概ね一致していた。このため，コンクリートの

応力・ひずみ曲線の相違による部材角への影響は小さい

ことが確認された。2 ケースのみではあるが，提案法は，

短柱 CFT 部材の曲げ耐力のみでなく，変形性能について

も精度良く算定できると考えられる。 

6.2 短柱以外の CFT 部材の計算結果 

 本試験と文献 2)の試験データを用いて，短柱以外の

CFT 部材についても曲げ耐力・変形性能を計算した。図

-10に，短柱部材も含め，曲げ耐力とそのときの部材角，

耐震標準の限界変形である曲げ耐力の90%まで低下した

点の部材角について，試験値と計算値の比較を示す。計

算値は，提案法と耐震標準の算定法の両方の結果を示す。 

曲げ耐力の計算結果は，耐震標準の算定法より提案法

の方が試験値に合っており，ばらつきも小さい。また，

図-9から，せん断スパン比による曲げ耐力の計算値と試

験値の相違の傾向は解消されていることがわかる。部材

角の計算結果はややばらつきがあるものの，その算定精

度は耐震標準の算定法と同等である。なお，降伏曲げ耐

力や降伏時部材角についても，提案法と耐震標準の算定

法は概ね同等の算定精度であることを確認している。 

 Mander らの提案式の CFT 部材の曲げ耐力や変形性能

への適用性については十分な検証が必要であるが，短柱

以外の CFT 部材についても，提案法により曲げ耐力・変

形性能を精度良く算定できることが確認された。 

 

7. まとめ 

 本研究では，短柱 CFT 部材の耐力・変形性能を検討す

るため，片持ち柱形式の正負交番載荷試験を行い，その

破壊性状の確認や曲げ耐力・変形性能の算定法の検討を

行った。本検討により得られた成果を以下に記す。 

(1)短柱 CFT 部材（せん断スパン比 1.7）は，せん断スパ

ン比 3.0 の時と同様に，靭性のある曲げ破壊であった。 

(2)せん断スパン比 1.7 までは，せん断の作用を考慮せず

に曲げ耐力・変形性能を算定することができる。 

(3)耐震標準の算定法は，短柱 CFT 部材の変形性能を妥

当に算定できるが，曲げ耐力を過大評価する。その原因

として，式(2)の短柱への適用に問題があると考えられる。 

(4)短柱 CFT 部材の曲げ耐力・変形性能を，既提案の拘

束効果を考慮したコンクリートの応力・ひずみ曲線を用

いて計算した（提案法）ところ，精度よく計算できるこ

とが確認された。 

(5)提案法は，短柱以外の CFT 部材の耐力・変形性能に

ついても，耐震標準の算定法と同等以上の精度で算定で

きることが確認された。 

なお，本検討よりもさらに低せん断スパン比の部材で

は，傾向が異なることも想定され，今後の課題である。 

本検討は，国土交通省からの委託により実施した「鉄

道技術基準整備のための調査研究」の一環として行った

ものである。また，載荷試験の実施にあたり日鉄環境エ

ンジニアリング株式会社にご協力頂いた。ここに記して

関係各位に謝意を表する。 
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